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１ 高齢者居住の現況と将来像 
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14歳以下人口

15～64歳人口

65～74歳人口

75歳以上人口

65～74歳人口の割合

75歳以上人口の割合

人口ピーク（2004年）
12,779万人

12,777

1,476

1,270

8,302

1,729

11.6%
(2007)

11,522

1,401

2,266

6,740

1,115

19.7%

8,993

1,260

2,387

4,595

752

14.0%

26.5%

平成18年推計値
（日本の将来人口推計）

実績値
（国勢調査等）

9.9%

(2007)

12.2%

○ 我が国の75歳以上人口の割合は現在10人に1人の割合であるが、2030年には5人に
1人、2055年には4人に1人になると推計されている。 

資料：2005年までは総務省統計局「国勢調査」、2007年は総務省統計局「推計人口（年報）」、 

           2010年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年１2月推計）中位推計」 

人口の将来推計 
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（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口） 

1990年(実績) 2025年 2060年 

○ 日本の人口構造の変化を見ると、現在１人の高齢者を２．６人で支えている社会構造になっており、 

    少子高齢化が一層進行する2060年には１人の高齢者を１．２人で支える社会構造になると想定 

2010年(実績) 

65歳～人口 

20～64歳人口 

１人 
５．１人 

１人 
１．８人 

１人 
１．２人 

１人 
２．６人 

団塊ジュニア世代 
（1971～74年 
生まれ） 

75歳～  
 597( 5%) 

65～74歳  
 892( 7%) 

20～64歳  
 7,590(61%) 

～19歳  
 3,249(26%) 

総人口 
 1億2,361万人 

75歳～  
 1,407(11%) 

65～74歳  
 1,517(12%) 

20～64歳  
 7,497(59%) 

～19歳  
 2,287(18%) 

総人口 
 1億2,806万人 

75歳～  
 2,179(18%) 

65～74歳  
 1,479(12%) 

20～64歳  
 6,559(54%) 

～19歳  
 1,849(15%) 

総人口 
 1億2,066万人 

75歳～  
 2,336(27%) 

65～74歳  
 1,128(13%) 

20～64歳  
 4,105(47%) 

～19歳  
 1,104(13%) 

総人口 
   8,674万人 

歳 歳 歳 歳 

万人 万人 万人 万人 

団塊世代 
（1947～49年 
生まれ） 

人口ピラミッドの変化（1990～2060年） 
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国 
65歳以上人口割合（到達年次） 到達に必要な年数 

7% 14% 21% 7%→14% 

日本 1970 1994 2007 24   

中国 2001 2026 2038 25   

ドイツ 1932 1972 2016 40   

イギリス 1929 1975 2029 46   

アメリカ 1942 2015 2050 73   

スウェーデン 1887 1972 2020 85   

フランス 1864 1979 2023 115   

1950年以前はUN, The Aging of Population and Its Economic and Social Implications (Population Studies, No.26, 1956)および
Demographic Yearbook，1950年以降はUN, World Population Prospects： The 2006 Revision（中位推計）による。 
ただし，日本は総務省統計局『国勢調査報告』および国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口』（平成18年12月推計）による人
口（[出生中位(死亡中位)]推計値）。 
 
1950年以前は既知年次のデータを基に補間推計したものによる。それぞれの人口割合を超えた最初の年次を示す。 
“－”は2050年までその割合に到達しないことを示す。倍化年数は，7％から14％へ，あるいは10％から20％へそれぞれ要した期間。国の配
列は，倍化年数7％→14％の短い順。 

高齢化の進行に関する国際比較【時間軸での比較】 

5 

○ 我が国における高齢化のスピードは、諸外国との比較において群を抜いている。 



｢日本の都道府県別将来推計人口（平成19年5月推計）について｣（国立社会保障・人口問題研究所） 

都市部における急速な高齢化【地域軸での比較】 
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2005年時点の 

高齢者人口（万人） 

2020年時点の 

高齢者人口（万人） 

2035年時点の 

高齢者人口（万人） 

増加率順位 

(2010→2035) 

神奈川県 149 235（＋58％） 272（＋83％） １ 

埼玉県 116 196（＋69％） 212（＋82％） ２ 

沖縄県 22 32（＋47％） 40（＋80％） ３ 

千葉県 106 174（＋64％） 188（＋77％） ４ 

愛知県 125 189（＋51％） 208（＋66％） ５ 

東京都 233 334（＋43％） 390（＋68％） ６ 

和歌山県 25 30（＋22％） 29（＋14％） ４２ 

山口県 37 46（＋23％） 41（＋10％） ４３ 

山形県 31 36（＋15％） 34（＋8％） ４４ 

高知県 21 25（＋9％） 22（＋8％） ４５ 

秋田県 31 36（＋16％） 32（＋4％） ４６ 

島根県 20 23（＋14％） 21（＋3％） ４７ 

全国 2,576 3,590（＋39％） 3,725（＋45％） 

○ 今後、急速に高齢化が進むのは、首都圏をはじめとする「都市部」。 

○ 一方、「地方」では、2,020年以降、高齢者人口は減少に転ずる。 

都道府県別の高齢者（65歳以上）人口の推移 



○ 今後、単身や夫婦のみの高齢者世帯が増加することが予想されている。 

2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 

一般世帯 4,906 5,184 5,290 5,305 5,244 5,123 

世帯主が65歳以上 

の世帯 
1,355  1,620 1,889 2,006 2,015 2,011 

単独世帯 

（比率） 

387 

28.5% 

498 

30.7% 

601 

31.8% 

668 

33.3% 

701 

34.8% 

730 

36.3% 

夫婦のみ世帯 

（比率） 

465 

34.3% 

540 

33.1% 

621 

32.9% 

651 

32.5% 

645 

32.0% 

633 

31.5% 

（ 注 ） 単独世帯・夫婦のみ世帯に付記してある比率は、「世帯主が65歳以上の世帯」に占める割合 
 

（出典）日本の世帯数の将来推計(全国推計) 2013年１月推計 〔国立社会保障・人口問題研究所〕 

※2010年国勢調査に調整を加えて行った推計値。 

（万世帯） 
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高齢者の世帯形態の推移と将来推計 



出典：総務省統計局「住宅・土地統計調査」 

① 第１号被保険者数、要支援・要介護認定者数については、介護保険事業状況報告の数値（平成25年1月末現在）。 
 

② 施設等入所者数については、平成24年介護給付費実態調査より、介護保険３施設の利用者数の合計。 

第１号被保険者数  3,072万人 

要支援・要介護認定者 以外の者  

2,533万人 (82%) 

要支援・要介護認定者  

539万人 (18%) 

在宅  

2,533万人 (82%) 

施設等 

92万人 

(3%) 

在宅 

447万人(15%) 

◯ 高齢者の９割以上は在宅  
 

 → 第１号被保険者 3,072 万人のうち 2,980 万人（97%）が在宅  

◯ 要介護の高齢者も約８割が在宅 
  

 → 要介護認定者 539 万人のうち 447 万人 （83%）が在宅介護 

◯ 高齢者世帯における持家率の低下  
 

 → 経時的な持家率の変動は、低下の傾向を示している。 

認定の有無 

居住の場 

在宅高齢者における 

 ケアのニーズは高い 

高齢者の住まいの現状 

H20 H15 H10

総世帯 51.5% 54.7% 56.4%

25歳未満 0.9% 1.2% 1.6%

25-29 7.8% 9.4% 10.1%

30-34 22.8% 23.8% 24.9%

35-39 38.0% 41.3% 44.1%

40-44 49.0% 54.3% 58.1%

45-49 57.7% 62.8% 65.8%

50-54 63.4% 67.3% 70.1%

55-59 66.7% 71.0% 73.8%

60-64 69.7% 72.9% 76.5%

65-69 70.5% 72.7% 78.7%

70-74 70.5% 73.7% 79.0%

75歳以上 69.9% 71.6% 75.5%

83% 17% 
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高齢者向け住まい・施設の件数 
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（単位：件） 
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H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設 

認知症高齢者グループホーム 養護老人ホーム 軽費老人ホーム 

有料老人ホーム サービス付き高齢者向け住宅 

※１：介護保険３施設及び認知症高齢者グループホームは、「介護サービス施設・事業所調査（10/1時点）【H12・H13】」及び「介護給付費実態調査の利用者（10月審査分）【H14～】」による。 

※２：介護老人福祉施設は、介護福祉施設サービスと地域密着型介護福祉施設サービスを合算したもの。 

※３：認知症高齢者グループホームは、H12～H16は痴呆対応型共同生活介護、H17～は認知症対応型共同生活介護により表示。 

※４：養護老人ホーム・軽費老人ホームは、「H23社会福祉施設等調査（10/1時点）」による。ただし、H21以降は調査票の回収率から算出した推計値。 

※５：有料老人ホームは、厚生労働省老健局の調査結果（7/1時点）による。 

※６：サービス付き高齢者向け住宅は、「サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム（9/30時点）」による。 



高齢者向け住まい・施設の定員数 
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（単位：人・床） 

※１：介護保険３施設及び認知症高齢者グループホームは、「介護サービス施設・事業所調査（10/1時点）【H12・H13】」及び「介護給付費実態調査の利用者（10月審査分）【H14～】」による。 

※２：介護老人福祉施設は、介護福祉施設サービスと地域密着型介護福祉施設サービスを合算したもの。 

※３：認知症高齢者グループホームは、H12～H16は痴呆対応型共同生活介護、H17～は認知症対応型共同生活介護により表示。 

※４：養護老人ホーム・軽費老人ホームは、「H23社会福祉施設等調査（10/1時点）」による。ただし、H21以降は調査票の回収率から算出した推計値。 

※５：有料老人ホームは、厚生労働省老健局の調査結果（7/1時点）による。 

※６：サービス付き高齢者向け住宅は、「サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム（9/30時点）」による。 
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①サービス付き 

高齢者向け住宅 
②有料老人ホーム ③養護老人ホーム ④軽費老人ホーム 

⑤認知症高齢者 

グループホーム 

根拠法 高齢者住まい法第５条 老人福祉法第29条 老人福祉法第20条の4 
社会福祉法第65条 

老人福祉法第20条の6 

老人福祉法第5条の2 

第６項 

基本的性格 高齢者のための住居 高齢者のための住居 
環境的、経済的に困窮し
た高齢者の入所施設 

低所得高齢者のための住
居 

認知症高齢者のための共
同生活住居 

定義 

高齢者向けの賃貸住宅又
有料老人ホーム、高齢者
を入居させ、状況把握
サービス、生活相談サー
ビス等の福祉サービスを
提供する住宅 

老人を入居させ、入浴、
排せつ若しくは食事の介
護、食事の提供、洗濯、
掃除等の家事、健康管理
をする事業を行う施設 

入居者を養護し、その者
が自立した生活を営み、
社会的活動に参加するた
めに必要な指導及び訓練
その他の援助を行うこと
を目的とする施設 

無料又は低額な料金で、
老人を入所させ、食事の
提供その他日常生活上必
要な便宜を供与すること
を目的とする施設 

入居者について、その共
同生活を営むべき住居に
おいて、入浴、排せつ、
食事等の介護その他の日
常生活上の世話及び機能
訓練を行うもの 

介護保険法上 

の類型 

なし 

※外部サービスを活用 
特定施設入居者生活介護 

認知症対応型 

共同生活介護 

主な設置主体 
限定なし 

（営利法人中心） 

限定なし 

（営利法人中心） 

地方公共団体 

社会福祉法人 

地方公共団体 

社会福祉法人 

知事許可を受けた法人 

限定なし 

（営利法人中心） 

対象者 

次のいずれかに該当する
単身・夫婦世帯 

・60歳以上の者 

・要介護/要支援認定を受
けている60歳未満の者 

老人 

※老人福祉法上、老人に
関する定義がないため、
解釈においては社会通
念による 

65歳以上の者であって、

環境上及び経済的理由に
より居宅において養護を
受けることが困難な者 

身体機能の低下等により
自立した生活を営むこと
について不安であると認
められる者であって、家
族による援助を受けるこ
とが困難な60歳以上の者 

要介護者/要支援者で

あって認知症である者
（その者の認知症の原因
となる疾患が急性の状態
にある者を除く。） 

１人当たり面積 25㎡ など 13㎡（参考値） 10.65㎡ 
21.6㎡（単身） 

31.9㎡（夫婦）  など 
7.43㎡ 

施設数※１ 
3,391件 (H25.3.31) 7,563件(H24.7) 962件(H23.10)※２ 2,155件(H23.10)※２ 11,745件(H24.10) 

特定施設入居者生活介護の指定を受けている施設： 3,107件(H22.10) 

定員数※１ 
109,239人 (H25.3.31) 315,678人(H24.7) 65,433人(H23.10)※２ 91,786人(H23.10)※２ 170,800人(H24.10) 

特定施設入居者生活介護の指定を受けている施設： 174,312人(H22.10) 

補助制度等 整備費への助成 なし なし 定員29人以下：整備費等への助成 

※１：①→サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム調べ、② →厚生労働省老健局調べ、③・④ → 社会福祉施設等調査、⑤→介護給付費実態調査、特定施設→ 介護サービス施設・事業所調査 

※２：H23社会福祉施設等調査において、調査票の回収率から算出した推計値 11 

高齢者向け住まいの概要 



特別養護老人ホーム 老人保健施設 
介護療養型医療施設 

（2017年度末までに廃止） 

基本的性格 
要介護高齢者のための生活施
設 

要介護高齢者が在宅復帰を目
指すリハビリテーション施設 

重医療・要介護高齢者の長期
療養施設 

定義 

65歳以上の者であって、身
体上又は精神上著しい障害が
あるために常時の介護を必要
とし、かつ、居宅においてこ
れを受けることが困難なもの
を入所させ、養護することを
目的とする施設 

【老人福祉法第20条の5】 

要介護者に対し、施設サービ
ス計画に基づいて、看護、医
学的管理の下における介護及
び機能訓練その他必要な医療
並びに日常生活上の世話を行
うことを目的とする施設 

療養病床等を有する病院又は
診療所であって、当該療養病
床等に入院する要介護者に対
し、施設サービス計画に基づ
いて、療養上の管理、看護、
医学的管理の下における介護
その他の世話及び機能訓練そ
の他必要な医療を行うことを
目的とする施設 

【旧・医療法第7条第2項第4号】 

介護保険法上の類型 
介護老人福祉施設 

【介護保険法第8条第26項】 

介護老人保健施設 

【介護保険法第8条第27項】 

介護療養型医療施設 

【旧・介護保険法第8条第26項】 

主な設置主体 
地方公共団体 

社会福祉法人 

地方公共団体 

医療法人 

地方公共団体 

医療法人 

居室面積 

・定員数 

従来型 
面積／人 10.65㎡以上 8㎡以上 6.4㎡以上 

定員数 原則個室 ４人以下 ４人以下 

ユニッ
ト型 

面積／人 10.65㎡以上 

定員数 原則個室 

医師の配置基準 必要数（非常勤可） 
常勤１以上 

100:1以上 

３以上 

48:1以上 

施設数（H24.10）※ 7,552 件 3,932 件 1,681 件 

定員数・病床数（H24.10）※ 498,700 人 344,300 人 75,200 人 

介護保険３施設の概要 

※介護給付費実態調査（10月審査分）による。 12 



２ 介護保険制度について 
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介護報酬 

（費用の９割分） 

保険料 
 

  
原則年金からの天引き 

 国民健康保険 ・ 

  健康保険組合など 

１割負担 

サービス提供 

21％ 29％ 

 税 金 

保険料 

市町村 都道府県 国 

12.5％ 12.5％（※） 25％（※） 

 

財政安定化基金 
 

（平成24－26年度） 

○在宅サービス 
 ・訪問介護          

 ・通所介護 等 
 

○地域密着型サービス 
 ・夜間対応型訪問介護 

 ・認知症対応型共同生活介護 等 
 

○施設サービス 
 ・老人福祉施設          

 ・老人保健施設 等 

（2,910万人） 

居住費・食費 

要介護認定 

※施設等給付の場合は、 

 国20％、都道府県17.5％ 

50％ 

50％ 
人口比に基づき設定  

介護保険制度の仕組み 

14 

サービス事業者 市町村(保険者) 

加入者(被保険者) 

請求 

  第1号被保険者  

・65歳以上の者 

個別市町村 

全国プール 

     第2号被保険者 

・40歳から64歳までの者    

（注） ６５歳以上の者（第１号被保険者）の数は、「平成22年度介護保険事業状況報告」による。 

     第２号被保険者数は、社会保険診療報酬支払基金が介護給付費納付金額を確定するための医療保険者からの報告によるものであり、平成22年度内の月平均値である。 

（4,263万人） 



計 2.44倍 

要
介
護 

５ 2.10倍 

４ 1.98倍 

３ 2.28倍 

２ 2.42倍 

１ 

2.82倍 

経過的 

要介護 

要
支
援 

２ 

１ 

（出典：介護保険事業状況報告 月報） 

H12.4とH24.4の比較 

508 
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0 
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H12.4 H13.4 H14.4 H15.5 H16.4 H17.4 H18.4 H19.4 H20.4 H21.4 H22.4 H23.4 H24.4 

要支援 要支援１ 要支援２ 経過的要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

（単位：万人） 

533 

487 
469 

455 
441 435 

411 

387 

349 

303 

258 

218 

要介護度別認定者数の推移 



２０００年４月末 ２０１２年４月末 

第１号被保険者数 ２，１６５万人 ⇒ ２，９８６万人 １．３８倍 

２０００年４月末 ２０１２年４月末 

認定者数 ２１８万人 ⇒ ５３３万人 ２．４４倍 

①６５歳以上被保険者の増加 

②要介護（要支援）認定者の増加 

③サービス利用者の増加 

２０００年４月末 ２０１２年４月末 

在宅サービス利用者数 ９７万人 ⇒ ３２８万人 ３．３８倍 

施設サービス利用者数 ５２万人 ⇒ ８６万人 １．６５倍 

地域密着型サービス利用者数 － ３１万人 

計 １４９万人 ⇒ ４４５万人 ２．９９倍 

（介護保険事業状況報告） 

○ 介護保険制度は、制度創設以来の１２年間で、６５歳以上被保険者数が約１．４倍に増加するなか
で、サービス利用者数は約３倍に増加。高齢者の介護に無くてはならないものとして定着・発展して
いる。 

介護保険制度の実施状況（対象者、利用者の増加） 

16 



2000年度 (H12) 

2001年度 (H13) 

2002年度 (H14) 

2003年度 (H15) 

2004年度 (H16) 

2005年度 (H17) 

2006年度 (H18) 

2007年度 (H19) 

2008年度 (H20) 

2009年度 (H21) 

2010年度 (H22) 

2011年度 (H23) 

2012年度 (H24) 

2013年度 (H25) 

2014年度 (H26) 

2,911円 

（全国平均） 

3,293円 

（全国平均） 

4,090円 

（全国平均） 

事業運営期間 給付（総費用額） 事業計画 保険料 

3.6兆円 

4.6兆円 

5.2兆円 

○ 市町村は３年を１期（2005年度までは５年を１期）とする介護保険事業計画を策定し、３年ごとに見直しを行う。 
 

○ 保険料は、３年ごとに、事業計画に定めるサービス費用見込額等に基き、３年間を通じて財政の均衡を保つ
よう設定される。（３年度を通じた同一の保険料） 

4,160円 

（全国平均） 

第
三
期 

第
三
期 

第
二
期 

第
一
期 

第
四
期 

第
四
期 

第
五
期 

第
五
期 

5.7兆円 

6.2兆円 

6.4兆円 

6.4兆円 

6.7兆円 

6.9兆円 

7.4兆円 

7.8兆円 

8.3兆円 

8.9兆円 

？ 

？ 

4,972円 

（全国平均） 

第 

一 

期 

第 

二 

期 
※2010年度までは実績であり、2011～2012年は予算ベースである。  
※2025年度は社会保障に係る費用の将来推計について（平成24年３月）  

・・・ 

2025年度 (H37) 21兆円程度（改革シナリオ） 
8,200円 

    程度 

改定率 

H15年度改定 

▲2.3％ 

H17年度改定 

▲1.9％ 

H18年度改定 

▲0.5％ 

H21年度改定 

＋3.0％ 

H24年度改定 

＋1.2％ 

※2012年度の賃金水準に換算した値 17 

介護給付と保険料の推移 



 
 

 

介
護
給
付
を
行
う 

 
 

 

サ
ー
ビ
ス 

 
 

予
防
給
付
を
行
う 

 
 

サ
ー
ビ
ス 

市町村が 
指定・監督を行うサービス 

都道府県が指定・監督を行うサービス 

◎地域密着型介護予防サービス 

○介護予防認知症対応型通所介護 

○介護予防小規模多機能型居宅介護 

○介護予防認知症対応型共同生活介護 

   （グループホーム） 

◎地域密着型サービス 

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

○夜間対応型訪問介護 

○認知症対応型通所介護 

○小規模多機能型居宅介護 
 

○認知症対応型共同生活介護   
（グループホーム） 
 

○地域密着型特定施設入居者生活介護 
 

○地域密着型 
介護老人福祉施設入所者生活介護 

 

○複合型サービス 

◎介護予防支援 

◎施設サービス 
 ○介護老人福祉施設 
 ○介護老人保健施設 
 ○介護療養型医療施設 

◎居宅介護支援 

【訪問サービス】 【通所サービス】 

【短期入所サービス】 

○介護予防福祉用具貸与 

○介護予防特定施設入居者生活介護 
 

○特定介護予防福祉用具販売 

◎介護予防サービス 

○介護予防訪問介護（ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ） 

○介護予防訪問入浴介護 

○介護予防訪問看護 

○介護予防訪問リハビリテーション 

○介護予防居宅療養管理指導 

○介護予防通所介護（ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ） 

○介護予防通所リハビリテーション 

○介護予防短期入所生活介護 
  （ｼｮｰﾄｽﾃｲ） 
○介護予防短期入所療養介護 

【訪問サービス】 【通所サービス】 

【短期入所サービス】 

○福祉用具貸与 

○特定施設入居者生活介護 
 

○特定福祉用具販売 

◎居宅サービス 

○訪問介護（ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ） 

○訪問入浴介護 

○訪問看護 

○訪問リハビリテーション 

○居宅療養管理指導 

○通所介護（ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ） 

○通所リハビリテーション 

○短期入所生活介護（ｼｮｰﾄｽﾃｲ） 
○短期入所療養介護 

介護サービスの種類について 

18 

※ 赤字は高齢者が入居・入所・宿泊・通所する類型 



施設 

在宅 

訪問系サービス 
 

・訪問介護 ・訪問看護 ・訪問入浴介護 ・居宅介護支援 

・定期巡回・随時対応サービス 等  

通所系サービス 
 

・通所介護 ・通所リハビリテーション等 

 

短期滞在系サービス 
 

・短期入所生活介護（ショートステイ） 等 

 

居住系サービス 
 

・特定施設入居者生活介護 ・認知症共同生活介護 等 

 

入所系サービス 
 

・介護老人福祉施設（特養） ・介護老人保健施設 

介護保険サービスの体系 

19 



要支援１ 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 

■立ち上がり ■起き上がり ■片足での立位 

■歩行 ■洗身 ■金銭の管理 ■つめ切り 

■ズボン等の着脱 ■移動  ■日常の意思決定 

■洗顔   ■整髪  ■口腔清潔  

■排尿／排便 ■移乗 

■食事摂取  

■意思の伝達 

■嚥下 

■記憶・理解 

要
介
護
度
毎
の
特
徴
的
項
目 

要支援
２ 

要介護
１ 

要支援２と要介護１
は、状態の維持又は改
善可能性の違いによ
り、要介護状態等区分
を分けている 

要介護度別の状態像（イメージ図） 
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年金 

５３．８兆円 

（１１．２％） 

医療 
３５．１兆円 
（７．３％） 

介護８．４兆円（１．８％） 

子ども子育て４．８兆円（１．０％） 

その他７．４兆円（１．５％） 

年金 

６０．４兆円 

（９．９％） 

医療 

５４．０兆円〔53.3兆〕 
（８．９％）〔8.7％〕 

介護１９．８兆円〔16.4兆〕 
（３．２％）〔2.7％〕 

子ども子育て５．６兆円（０．９％） 

その他９．０兆円（１．５％） 

年金 

１．１倍 

医療 

１．５倍 

介護 

２．４倍 

１０９．５兆円 

（２２．８％） 

１４８．９兆円〔144.8兆〕 
（２４．４％）〔23.7％〕 

社会保障に係る費用 

１．４倍 

ＧＤＰ ４７９．６兆円 

2012年度 
ＧＤＰ ６１０．６兆円 

2025年度 
ＧＤＰ １．３倍 

現在約9兆円の給付費が、医療介護の充実と重点化・効率化を行うことで、2025年には約20兆円に 

（出典）「社会保障に係る費用の将来推計の改定について（平成24年３月）」（厚生労働省政策統括官（社会保障担当）作成）を基に作成。 
 （注１）医療介護の改革のうち保険者機能の強化や年金制度改革の効果は反映していない。 
 （注２）（ ）内の％表示は対ＧＤＰ比。 
 （注３）2025年度の〔 〕内は、医療介護について充実と重点化・効率化を行わず、現状を投影した場合の給付費等。 

介護給付費の見通し 
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平成24年度 平成27年度 平成32年度 平成37年度

(2012) (2015) (2020) (2025)

年金

国民年金 月額14,980円
月額16,380円

（平成16年度価格(注２)）
月額16,900円

（平成16年度価格(注２)）
月額16,900円

（平成16年度価格(注２)）

厚生年金
保険料率

16.412%（～８月）
16.766%（９月～）

保険料率
17.474%（～８月）
17.828%（９月～）

保険料率18.3％ 保険料率18.3％

医療

月額7,600円 月額8,100円程度 月額8,800円程度 月額9,300円程度

保険料率10.0% 保険料率10.8%程度 保険料率10.9%程度 保険料率11.1%程度

保険料率8.5% 保険料率9.2%程度 保険料率9.2%程度 保険料率9.4%程度

月額5,400円 月額5,800円程度 月額6,200円程度 月額6,500円程度

介護

月額5,000円 月額5,700円程度 月額6,900円程度 月額8,200円程度

月額2,300円 月額2,700円程度 月額3,300円程度 月額3,900円程度

保険料率1.55% 保険料率1.8%程度 保険料率2.3%程度 保険料率3.1%程度

保険料率1.3% 保険料率1.5%程度 保険料率1.9%程度 保険料率2.5%程度

前提：　人口「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」出生中位・死亡中位　経済「経済財政の中長期試算（平成24年1月）」慎重シナリオ

注４：厚生年金、協会けんぽおよび組合健保の保険料率は、本人分と事業主負担分との合計である。

注1：　この数値は2011年6月「社会保障に係る費用の将来推計」を元として、人口及び経済の前提の変化等による修正を加えた上で、
　　　所要保険料財源の総額などから算出したものであり、特に医療・介護については、
　　　　①これが実際の将来の個人の保険料（率）水準を表したものではないこと（各保険者によっても将来の保険料（率）は異なる）
　　　　②前提等により値が変わること　などに留意し、一定程度の幅をもって見ることが必要。

注２：　平成25年度以降の国民年金保険料は、平成16年度価格水準で示された月額であり、実際の保険料額は物価及び賃金の
　　　変動を反映して決定することとされている。

注３：　「社会保障改革の具体策、工程及び費用試算」を踏まえ、充実と重点化・効率化の効果を反映している。
　　　（ただし、「Ⅱ　医療介護等　②保険者機能の強化を通じた医療・介護保険制度のセーフティネット機能の強化・給付の重点化、逆進性対策」」および「Ⅲ　年金」の効果
は、反映していない）

注５：平成24（2012）年度の介護第１号被保険者の保険料額は第５期平均見込み値である。

国民健康保険（2012年度賃金換算）

後期高齢者医療（2012年度賃金換算）

第1号被保険者（2012年度賃金換算）

第2号被保険者
（国民健康保険、2012年度賃金換算）

第2号被保険者（協会けんぽ）

第2号被保険者（組合健保）

協会けんぽ

組合健保

制度

社会保障各制度の保険料水準の見通し《改定後（平成24年3月）》（改革後） 
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657万人（1.5倍） 
• 介護予防・重度化予防により
全体として3％減 

• 入院の減少（介護への移行） 
  ；14万人増 

463万人分（1.4倍） 
 

40万人分（7.6倍） 
 

15万人分（－） 

62万人分（1.9倍） 
 

24万人分（1.5倍） 
37万人分（2.2倍） 

133万人分（1.4倍） 
 

73万人分（1.4倍） 
60万人分（1.3倍） 

505万人（1.1倍） 
• 介護予防・重度化予防により
全体として約0.9％減 

• 入院の減少（介護への移行） 
  ；5万人増  

361万人分（1.1倍） 
 

10万人分（1.9倍） 
 

1万人分（－） 

38万人分（1.2倍） 
 

18万人分（1.1倍） 
20万人分（1.2倍） 

106万人分（1.1倍） 
 

57万人分（1.1倍） 
49万人分（1.0倍） 

利用者数             452万人 

在宅介護 
  

 うち小規模多機能 
うち定期巡回・ 
随時対応型サービス 

320万人分 
 

5万人分 
 

― 

居住系サービス 
  

 特定施設 
 グループホーム 

33万人分 
 

16万人分 
17万人分 

介護施設         
  

 特養 
 老健（＋介護療養） 

98万人分 
 

52万人分 
47万人分 

2015年度（改革シナリオ） 2025年度（改革シナリオ） 

介護職員：  149万人  237万人から249万人 167万人から176万人 

 在宅サービス、居住系サービスを拡充 【充実】 
 介護予防・重度化予防により、要介護者の増加を抑制 【重点化・効率化】 
 介護サービス量の増大に伴い、介護職員を増加。介護職員の処遇についても改善 【充実】 

2012年度 

• 介護職員数の増加 
• 賃金を月額４万円引き上げ（2008年時点との比較） 

介護サービス提供体制の充実と重点化・効率化 
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３ 有料老人ホームについて 

24 



有料老人ホームの概要 

１．制度の目的 

○ 老人福祉法第29条第１項の規定に基づき、老人の福祉を図るため、その心身の健康保持及び生活の安定の
ために必要な措置として設けられている制度。 

○ 設置に当たっては都道府県知事等への届出が必要。なお、設置主体は問わない（株式会社、社会福祉法人等）。 

○ 介護保険制度における「特定施設入居者生活介護」とし
て、介護保険の給付対象に位置付けられている。ただ
し、設置の際の届出とは別に、一定の基準を満たした上
で、都道府県知事の指定を受けなければならない。 

３．提供する介護保険サービス 

○ 老人を入居させ、以下の①～④のサービスのうち、いず
れかのサービス（複数も可）を提供している施設。 

２．有料老人ホームの定義 

①食事の提供 ②介護（入浴・排泄・食事） 

③洗濯・掃除等の家事 ④健康管理 

25 

15,742 
25,463 

30,792 
55,448 

72,666 

95,454 

124,610 

155,612 

183,295 

208,827 

235,526 

271,286 

315,678 

155  246  288  

662  
980  

1,418  
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4,000  
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7,000  

8,000  

0 

50,000 

100,000 

150,000 

200,000 

250,000 

300,000 

350,000 

入居定員（左軸） 施設数（右軸） 

有料老人ホーム数の推移 

※ 法令上の基準はないが、自治体の指導指針の標準モデルである「有料老人ホーム設置運営標準
指導指針」では居室面積等の基準を定めている(例：個室で１人あたり13㎡以上等) 



155 209 228 244 261 265 275 280 286 288 303 349 400 494 662 980 1,418 2,104 2,846 3,569 4,373 5,232 6,244 7,563

15,742 19,229 21,825 24,276 26,120 26,776 27,750 29,222 30,148 30,792 34,024 
36,855 41,582 

46,121 
55,448 

72,666 

95,454 

124,610 

155,612 

183,295 

208,827 

235,526 

271,286 

315,678 

0 

50,000 

100,000 

150,000 

200,000 

250,000 

300,000 

350,000 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

施設数（左軸）

定員数（右軸）

介護保険制度施行 有老の制度改正

（注）１．平成元年は社会福祉施設調査（１０月１日現在） 
    ２．平成２年以降は厚生労働省（旧厚生省を含む）調べ（平成２年は１０月１日現在、平成１０年は４月１日現在、他は７月１日現在） 

①定   員：10人以上→ 要件廃止 

②サービス ：食事提供→ 食事提供、介護、家事、 

                健康管理のいずれか 

有料老人ホームの急増要因 

○ H12の介護保険制度の創設により、民間事業者による運営がしやすい環境が整ったこと。 
 

○ H18の老人福祉法の改正により、有料老人ホームの定義が改められて対象が増えた（定員要件の廃
止、対象サービスの増加）こと。 

 

○ 現在も、高齢者向けの住まいのニーズが拡大していることから、比較的安価なものも含めて、届出
数は増加傾向にある。 

H18の改正内容 

単
位
：
人 

単
位
：
件 

有料老人ホームの届出状況の推移 

26 



 

【入居者保護の充実】 

○帳簿の作成及び保存の義務化 
 

○重要事項説明書の交付義務化 
 

○一時金の算定基礎の明示 
 

○倒産等の場合に備えた一時金保全措置
の義務化（最大500万円） 

 

○都道府県の立入検査権付与 
 

○改善命令の際の情報公表 
 

○契約締結日から概ね90日以内の契約解
除の場合は、前払金を返還【指導指針】 

 

【定義の見直し】 

○人数要件の廃止 
 

○提供サービス要件の見直し 
  →①食事の提供、②介護の提供、③洗濯、掃除等の家事、 

   ④健康管理のいずれかのサービスを行う施設を対象 

 

＜入居者保護＞ 

○都道府県は調査権を持ち、入
居者の処遇に問題があるとき等
は改善命令等の措置 

 

○(社)全国有料老人ホーム協会に

よる入居者基金制度（加入任意。倒
産時に500万円を保証） 

 

 

＜定義＞ 

○常時10人以上 
 

○「食事の提供」を行っている
こと 

１７年度まで 
１８年度より 

【参考】有料老人ホームに関する規制の変遷（平成18年改正） 
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前年同期 
５７９ 

出典：独立行政法人国民生活センターホーム
ページ 
     （2012年3月28日更新版） 

255 279 
327 

372 

447 

543 

633 

520 

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

件数 

記載あり 
826 

（69.1%） 

記載なし 
370 

（30.9%） 

90日ルールの記載の有無 

※母数：一時金徴収型又は選
択型の1,196施設 

  「有料老人ホーム設置運営標準指導指針」において、90

日以内の契約解除の場合、既受領の一時金の全額を返
還する際、「契約解除日までの利用期間に係る利用料及
び原状回復のための費用について、適切な範囲で設定
し、受領することは差し支えないこと。また、当該費用につ
いては、契約書等に明示すること。」とされている。 

 

 90日ルールに該当する条項については、30.9%の有料老
人ホームにおいて重要事項説明書に記載がない。 

278 
300 

340 

0 50 100 150 200 250 300 350 

01.安全・衛生 

02.品質･機能 

  ・役務品質 

03.法規・基準 

04.価格・料金 

06.表示・広告 

07.販売方法 

08.契約・解約 

09.接客対応 

11.施設・設備 

相談内容別分類 

平成19年度 平成20年度 平成21年度 

平成21年度428件
の79.4% 

相談件数の年度別推移 

有料老人ホームに関する消費者相談 

90日ルールの運用実態 

平成22年12月・消費者委員会調査 

平成22年12月・消費者委員会調査 (独) 国民生活センター調べ 

有料老人ホームに関するトラブルについて 
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【従来】 

○有料老人ホームは、設置運営標準指導指針におい
て、９０日以内の契約解除の場合に、実費相当額
を除いて前払金を全額返還することを規定してい
るものの、老人福祉法には位置づけられていない
ため、この制度を設けていない事業者が存在して
いる。 

  

 

 

 

 

 

【従来】 

○前払金については、現在においても算定の基
礎を書面で明示することとなっているが、家
賃やサービス費用などとは異なり、権利金等
は利用者にとって何に対する対価であるのか
が不明確であるため、トラブルの原因の一つ
となっている。 

 

有料老人ホームの利用者保護規定 

①短期間での契約解除の
場合の返還ルール ②権利金等の受領禁止 

29 

【内容】 

○利用者保護の観点から、有料老人ホームへの入
居後一定期間の契約終了の場合に、施行規則で
定める返還方法に基づき、前払金を返還する契
約を締結することを義務づける。 

 

① ３月以内の場合 

→ 前払金から実際の利用期間分の利用料を
控除した額 

 

② 想定居住期間内の場合 

→ 契約終了から想定居住期間までの利用料
に相当する額 

法第29条第８項 
【内容】 

○ 利用者保護の観点から、家賃、介護等のサ
ービス費用、敷金のみを受領可能とし、権
利金等を受領しないことを事業者に義務づ
ける。 

法第29条第６項 

事業者・消費者団体・地方公共団体 

との協同のもと、 

「高齢者向け住まいの選び方ガイドブック」
を策定 

H22消費者委員会の建議を受け 

老人福祉法を改正 



有料老人ホームの概況（平成23年度） 

件数 定員数

介護付 2,838件 177,490人

住宅型 3,257件 87,182人

健康型 19件 982人

2,838件 
47% 

3,257件 
53% 

19件 
0% 

介護付 住宅型 健康型 

177,490人 
67% 

87,182人 
33% 

982人 
0% 

介護付 住宅型 健康型 

介護付有料老人ホーム 住宅型有料老人ホーム 健康型有料老人ホーム 

・介護等のサービスが付いた高齢者向
けの居住施設 

 

・介護等が必要となっても、ホームが提
供する介護サービスである「特定施設
入居者生活介護」を利用しながら、
ホームでの生活を継続することが可能 

・生活支援等のサービスが付いた高齢
者向けの居住施設 

 

・介護が必要となった場合、入居者自身
の選択により、地域の訪問介護等の
介護サービスを利用しながら、ホーム
での生活を継続することが可能 

・食事等のサービスが付いた高齢者向
けの居住施設 

 

・介護が必要となった場合には、契約を
解除し退去しなければならない 

有料老人ホームの件数 有料老人ホームの定員数 

30 
※ 平成23年度老人保健健康増進等事業 

  「有料老人ホームに関する実態調査及び多様化する有料老人ホームの契約等に関する調査研究」 



【要介護度等】 
（平均要介護度：2.2）  

※入居者数（n=175,494） 

※ 平成24年7月1日時点（厚生労働省調べ） 

※ホーム件数（n=4,788） 

自立 
12.2% 

要支援1 
5.6% 

要支援2 
5.5% 

要介護1 
17.4% 

要介護2 
16.7% 

要介護3 
15.3% 

要介護4 
15.1% 

要介護5 
12.1% 

～77歳 
5.4% 

78・79歳 
3.7% 

80・81歳 
8.1% 

82・83歳 
18.0% 

84・85歳 
29.9% 

86歳～ 
27.6% 

不明 
7.2% 

【年齢】 
（平均年齢：84.0歳） 

※経過的要介護（0.1%）は要介護２と合算 

【日常生活自立度】 

自立 
33.9% 

I 
11.4% 

II 
24.8% 

III 
19.0% 

IV 
8.4% 

M 
2.5% 

※入居者数（n=54,767） 

31 

○ 入居者の要介護度等の範囲は『自立』も含めて幅広いが、『要介護１』から『要介護５』ま
で、いずれの階層もほぼ同じ割合であり、全体としての平均要介護度は2.2となっている。 

 

 

○ 認知症高齢者の日常生活自立度については、『自立』『Ⅰ』で約45％を占める。ただし、ア
ンケート上、入居者の日常生活自立度を把握していない事業者や無回答が約４割ある。 

 

○ 入居者の年齢については、80代が最も多く、平均年齢は84.0歳である。 

※なお、入居者の日常生活自立度は
把握していないというホームが
12％、無回答のホームが24％（ホー

ム数n=1,858) 

有料老人ホームの入居者（平成24年7月） 



有料老人ホームにおける定員規模（平成23年度） 

26.3% 

24.9% 17.7% 

9.7% 

7.0% 

5.1% 

9.3% 

9人以下 10～19人 20～29人 

30～39人 40～49人 50～59人 

60人以上 

介護付有料老人ホーム 住宅型有料老人ホーム 

※ 平成23年度老人保健健康増進等事業 

  「有料老人ホームに関する実態調査及び多様化する有料老人ホームの契約等に関する調査研究」 32 

0.4% 4.3% 

10.1% 

14.4% 

16.4% 

16.9% 

11.4% 

7.5% 

18.7% 

9人以下 10～19人 20～29人 

30～39人 40～49人 50～59人 

60人～69人 70人～78人 80人以上 

平均：64.6人 平均：27.3人 



有料老人ホームにおける法人種別（平成23年度） 

介護付有料老人ホーム 住宅型有料老人ホーム 

※ 平成23年度老人保健健康増進等事業 

  「有料老人ホームに関する実態調査及び多様化する有料老人ホームの契約等に関する調査研究」 33 

76.2% 

13.5% 

4.7% 
2.4% 1.7% 1.4% 

株式会社 有限会社 

社会福祉法人 財団・社団・宗教法人 

医療法人 その他 

44.9% 

33.7% 

5.7% 

2.1% 

5.7% 
7.8% 

株式会社 有限会社 

社会福祉法人 財団・社団・宗教法人 

医療法人 その他 



有料老人ホームにおける平均年齢（平成23年度） 

介護付有料老人ホーム 住宅型有料老人ホーム 

※ 平成23年度老人保健健康増進等事業 

  「有料老人ホームに関する実態調査及び多様化する有料老人ホームの契約等に関する調査研究」 34 

13.8% 

29.8% 

27.9% 

3.7% 

1.4% 

23.4% 

79歳以下 80～83歳 84～87歳 

88・89歳 90歳以上 不明 

2.8% 

23.7% 

60.8% 

4.5% 

0.4% 
7.7% 

79歳以下 80～83歳 84～87歳 

88・89歳 90歳以上 不明 



有料老人ホームにおける居住の権利形態（平成23年度） 

介護付有料老人ホーム 住宅型有料老人ホーム 

※ 平成23年度老人保健健康増進等事業 

  「有料老人ホームに関する実態調査及び多様化する有料老人ホームの契約等に関する調査研究」 35 

47.6% 

12.6% 
0.2% 

39.7% 

利用権方式 建物賃貸借方式 

終身建物賃貸借方式 不明 

75.2% 

6.2% 

0.3% 

18.4% 

利用権方式 建物賃貸借方式 

終身建物賃貸借方式 不明 



※出典：厚生労働省老健局高齢者支援課調べ 

（毎年10月31日時点） 
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未
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率
（
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位
･
･
％
）
 

施
設
数
 
（
単
位
･
･
件
）
 

未届施設数 

届出施設数 

未届率 

合計：5,966 

合計：6,985 

合計：8,266 

合計：5,253 

有料老人ホームの届出状況（ストック） 
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有料老人ホームにおける前払金の保全措置の状況について 

【平成23年10月31日時点 厚生労働省老健局高齢者支援課調べ】 

416  

25  

9  
217  

1  

356  

213  

銀行等による連帯保証 親会社による連帯保証 

保険会社による保証保険 信託会社等による信託契約 

一般社団・一般財団等による保全契約 全国有料老人ホーム協会による入居者基金 

前払金の保全措置を講じていない施設数 

改善に関する取組み
を行うよう指導すると
ともに、悪質な場合に
は罰則適用を視野に
入れた上で指導の徹
底を図るよう要請 

（平成25年5月31日） 

平成18年４月１日以降に設置された有料老人ホーム数※：6,315件 

         うち前払金を徴収している施設数：1,237件 
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※地方公共団体において実態を把握できた未届有料老人ホームを含む。 



４ 特定施設入居者生活介護について 

（高齢者に対する介護サービス） 
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○ 管  理  者― １人［兼務可］    ○ 生 活 相 談 員― 要介護者等：生活相談員＝100：1 

○ 看護・介護職員― ①要支援者：看護・介護職員＝10：1  ②要介護者：看護・介護職員＝3：1 
※ただし看護職員は要介護者等が30人までは1人、30人を超える場合は、50人ごとに1人 

○ 機能訓練指導員― １人以上［兼務可］  ○ 計画作成担当者― 介護支援専門員１人以上［兼務可］ 
※ただし、要介護者等：計画作成担当者100:1を標準 

１．制度の概要 

○ 特定施設入居者生活介護とは、特定施設に入居している要介護者を対象として行われる、日常生活上の世
話、機能訓練、療養上の世話のことであり、介護保険の対象となる。 

○ 特定施設の対象となる施設は以下のとおり。 

① 有料老人ホーム  ② 軽費老人ホーム（ケアハウス）  ③ 養護老人ホーム 

２．人員基準 

① 介護居室：・原則個室 ・プライバシーの保護に配慮、介
護を行える適当な広さ ・地階に設けない 等 

② 一時介護室：介護を行うために適当な広さ  

③ 浴室：身体の不自由な者が入浴するのに適したもの 

④ 便所：居室のある階ごとに設置し、非常用設備を備える 

⑤ 食堂、機能訓練室：機能を十分に発揮し得る適当な広さ 

⑥ 施設全体：利用者が車椅子で円滑に移動することが可能な
空間と構造 

３．設備基準 

777  

1,205  

1,726  

2,527  

2,899  
3,104  

3,360  

3,641  

326  

465  

651  

876  

1,061  

1,217  

1,354  

1,503  

0  

200  

400  

600  

800  

1,000  

1,200  

1,400  

1,600  

1,800  

2,000  

0  

500  

1,000  

1,500  

2,000  

2,500  

3,000  

3,500  

4,000  

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 

事業所数(4月) 

受給者数（年間累積） 

請求事業所・受給者の推移 

39 

(千人) 

特定施設入居者生活介護の概要 



介護報酬 

（９割） 
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特定施設入居者生活介護のイメージ 

高専賃又は高優賃 

特定施設(一般型) 

事業者 
・介護  ・生活相談 

・ケアプランの作成 

・安否確認(緊急時対応) 

入居者 

サービス 自己負担 

（１割） 

高専賃又は高優賃 

特定施設(外部サービス利用型) 

事業者 
・生活相談 

・ケアプランの作成 

・安否確認(緊急時対応) 

入居者 

サービス 自己負担 

（１割） 

保
険
者
（
市
町
村
） 

介
護
サ
ー
ビ
ス
指
定
権
者 

指定・ 

監督 

ケ
ア
プ
ラ
ン
に
応
じ

た
介
護
サ
ー
ビ
ス 

訪問介護 
事業者 

訪問看護 
事業者 

通所介護 
事業者 

委託料 （※介護サービス提供の報告を受ける） 

一般型 
外部サービス 

利用型 

報酬の 

 考え方 

・包括報酬 

※要介護度別に１日
当たりの報酬算定 

・定額報酬(生活相
談・安否確認・計画作成) 

＋ 

・出来高報酬 
  (各種居宅サービス)   

サービス 

提供の方法 

・ 特定施設の従
業者による提供 

・委託する介護
サービス事業者に
よる提供 

○一般型と外部サービス利用型の主な違い 



 

１ 特定施設における看取りの対応強化 
 

○ 特定施設入居者生活介護については、看取りの 

 対応を強化する観点から、特定施設において看取り 

 介護を行った場合に評価を行う。 

 

                   死亡日以前4～30日    80単位／日 

 ・看取り介護加算（新規）        死亡日前日及び前々日     680単位／日 

                   死亡日            1,280単位／日 
   

  ※算定要件：   

    ・ 医師が医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者であること。 

    ・ 利用者又は家族の同意を得て、利用者の介護に係る計画が作成されていること。 

    ・ 医師、看護師又は介護職員等が共同して、利用者の状態や家族の求めに応じて、随時、介護が行われていること。 

    ・ 夜間看護体制加算を算定していること。 

 

２ 特定施設における短期利用の促進 
 

 

○ 一定の要件を満たす特定施設については、家族介護者支援を促進する観点から、特定施設の空室
における短期利用を可能とする見直しを行う。 

 
  ※算定要件：   

・ 特定施設入居者生活介護事業所が初めて指定を受けた日から起算して3年以上経過していること。 

・ 入居定員の範囲内で空室の居室（定員が１人であるものに限る。）を利用すること。 

  ただし、短期利用の利用者は、入居定員の100分の10以下であること。 

・ 利用の開始に当たって、あらかじめ30日以内の利用期間を定めること。 

・ 短期利用の利用者を除く入居者が、入居定員の100分の80以上であること。 

・ 権利金その他の金品を受領しないこと。 

・ 介護保険法等の規定による勧告等を受けた日から起算して5年以上であること。 

○ 特定施設における退去者のうち、
約２割が施設内で死亡、約３割が病
院等で死亡、約２割が病院等へ入院
している現状を踏まえた改正 

○ あくまでも空室のストック
活用であるため、特定施設本
来の機能が失われないよう、
利用者数や利用期間を制限 
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特定施設入居者生活介護（平成24年度の改正内容） 



3.0% 

7.5% 

2.1% 

3.3% 

4.8% 

3.3% 

2.4% 

19.5% 

0.9% 

33.6% 

19.5% 

0% 10% 20% 30% 40% 

その他 

在宅へ退去 

認知症高齢者グループホームへ入居 

他の特定施設へ入居 

特別養護老人ホームへ入所 

老人保健施設へ入所 

療養病床へ入院 

病院・診療所（療養病床除く）へ入院 

死亡を理由とした退去（その他） 

死亡を理由とした退去（病院・診療所で死亡） 

死亡を理由とした退去（施設内で死亡） 

出典：地域社会及び経済における特定施設の役割及び貢献に関する調査研究（平成23年3月） 

○ 特定施設入居者生活介護における退去者のうち、約２割が施設内で死亡、約３
割が病院等で死亡、約２割が病院等へ入院している。 
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【参考】特定施設における退去者の状況 



５ サービス付き高齢者向け住宅について 
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387

466

562

631

465

534

599

614

503

569

642

654

3,552

3,461

3,257

3,145

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

2005(H17)

2010(H22)

2015(H27)

2020(H32)

高齢者単身世帯 高齢者夫婦世帯
高齢者がいるその他世帯 その他の世帯

（万世帯） ［高齢者単身・夫婦世帯数］ 

1,245万世帯（24.7%） 

1,000万世帯（19.9%） 

 ［特別養護老人ホーム申込者数］ 

要介護５ 

要介護４ 

要介護３ 

要介護２ 

要介護１ 

合計 

42万人 52,914 

78,657 

110,372 

99,806 

78,719 

                ５万人            10万人 

［全高齢者に対する介護施設・高齢者住宅等の割合］ 

3.5％ 0.9％ 4.4 % 日本(2005) 

2.5% 8.1％ 10.7 % 

3.7％ 8.0％ 11.7 % 英国(2001) 

4.0％ 2.2% 米国(2000) 6.2 % 

施設系 住宅系 

デンマーク(2006) 

2020年までに 

３~５%に 
（住生活基本計画） 

高齢者単身・ 
夫婦世帯の 
急激な増加 

要介護度の低い 
高齢者も特養申込者
となっている現況 

高齢者住宅は 
諸外国と比較し不足 

介護・医療と連携して高齢者の生活を支援するサービス付きの住宅の供給を促進する必要がある 

高齢者住まい法の改正に至った背景 
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 １．登録基準 
 

   《ハード》  ・床面積は原則25㎡以上 ・構造・設備が一定の基準を満たすこと 

          ・バリアフリー（廊下幅、段差解消、手すり設置） 
 

   《サービス》   ・サービスを提供すること （少なくとも安否確認・生活相談サービスを提供） 

            ［サービスの例：食事の提供、清掃・洗濯等の家事援助 等］ 
 

   《契約内容》 ・長期入院を理由に事業者から一方的に解約できないなど、居住の安定が図られた契約で
あること 

           ・敷金、家賃、サービス対価以外の金銭を徴収しないこと 

         ・前払金に関して入居者保護が図られていること 

   （初期償却の制限、工事完了前の受領禁止、保全措置・返還ルールの明示の義務付け） 

24時間対応の訪問看護・介護 

 「定期巡回随時対応サービス」の活用→介護保険法改正により創設 

サービス付き高齢者向け住宅の登録制度の概要 
高齢者の居住の安定確保に関する法律（改正法：公布 H23.4.28／施行H23.10.20） 

登録戸数：111,966戸 
（平成25年5月31日現在） 

【併設施設】 

診療所、訪問看護ステーション、 

ヘルパーステーション、 

デイサービスセンター  など 
45 

 ２．登録事業者の義務 
   ・契約締結前に、サービス内容や費用に

ついて書面を交付して説明すること 

   ・登録事項の情報開示 

   ・誤解を招くような広告の禁止 

   ・契約に従ってサービスを提供すること 

 ３．行政による指導監督 
   ・報告徴収、事務所や登録住宅への立入検査 

   ・業務に関する是正指示 

   ・指示違反、登録基準不適合の 

    場合の登録取消し 

サービス付き高齢者向け住宅 

住み慣れた環境で 

必要なサービスを受けながら 

暮らし続ける 

（※有料老人ホームも登録可） 



 新たに創設される「サービス付き高齢者向け住宅」の供給促進のため、建設・改修費に対し
て、国が民間事業者・医療法人・社会福祉法人・NPO等に直接補助を行う。 

サービス付き高齢者向け住宅 賃貸住宅 

措置の内容 条件 措置の内容 条件 

所得税・ 

法人税 

５年間  割増償却40% 

     （耐用年数35年未満28%） 

25㎡[ 専用のみ] 

（10戸以上） 
なし ― 

固定資産税 
120㎡相当部分につき、５年間 税額を
2/3軽減 

30㎡～280㎡ 
[ 専用・共用] 

（5戸以上） 

120㎡相当部分に
つき、５年間 
税額を1/2軽減 

40㎡～
280㎡ 

不動産 

 取得税 

（家屋）課税標準から1,200万円控除/戸 30㎡～240㎡ 
[ 専用・共用] 

（5戸以上） 

（左に同じ） 
40㎡～
240㎡ （土地）家屋の床面積の２倍にあたる 

    土地面積相当分の価格等を減額 
（左に同じ） 

予
算 

税
制 

融
資 

サービス付き高齢者向け住宅の供給促進施策 
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○サービス付き高齢者向け賃貸住宅融資 

 「サービス付き高齢者向け住宅」として登録を受ける賃貸住宅の建設・改良に必要な資金、
又は当該賃貸住宅とする中古住宅の購入に必要な資金を貸し付け（別担保設定不要）  

 

○住宅融資保険の対象とすることによる支援 

  民間金融機関が実施するサービス付き高齢者向け住宅の入居一時金に係るリバースモーゲー
ジ（死亡時一括償還型融資）に対して、住宅融資保険の対象とすることにより支援 

《 (独)住宅金融支援機構が実施 》 

＜補助率＞  

登 録 住 宅    ： 新築 1/10（上限   100万円/戸）  改修 1/3 （上限   100万円/戸） 

生活支援施設 ： 新築 1/10（上限1,000万円/施設）    改修 1/3 （上限1,000万円/施設） 

《高齢者等居住安定化推進事業： 平成24年度予算額355億円  平成25年度予算額340億円》 



サービス付き高齢者向け住宅の登録状況の推移 

30  112  
248  
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889  

1,253  
1,465  
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3,143  
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994  
3,448  8,200  
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31,094  
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47,802  
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66,552  
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82,809  
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93,911  

100,925  

109,239  
110,134  

111,966  
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120,000  
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600  

1,200  

1,800  

2,400  

3,000  

3,600  

物件数（左軸）   戸数（右軸） 

平成25年5月31日時点 
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サービス付き高齢者向け住宅の登録状況（都道府県別） 

（単位：戸） 

○ 登録戸数が多いのは三大都市圏。それ以外の地域では、北海道・広島県・福岡県において突出している。 

○ 65歳以上の高齢者人口に対する住宅の供給割合は、東北地方・首都圏において全国平均を下回る傾向が見
られる。 

全国平均 

：0.38% 
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広
島
県

 

山
口
県

 

徳
島
県

 

香
川
県

 

愛
媛
県

 

高
知
県

 

福
岡
県

 

佐
賀
県

 

長
崎
県

 

熊
本
県

 

大
分
県

 

宮
崎
県

 

鹿
児
島
県

 

沖
縄
県

 

住宅の登録戸数（左軸） 

65歳以上の高齢者人口に対するサービス付き高齢者向け住宅の登録

戸数の割合（右軸） 

H25年5月31日時点 

（全国合計：111,966戸） 



介護サービスの提供方法の違い 

サービス付き高齢者向け住宅 

住宅型有料老人ホーム 
介護付有料老人ホーム 

○「介護付有料老人ホーム」では、ホーム事業者が提供する介護保険サービスをホーム内で受け
られる。 

 

○「サービス付き高齢者向け住宅」「住宅型有料老人ホーム」では、必要に応じて、入居者自身
が外部のサービス事業者と契約して、介護保険サービスの提供を受ける。 

医療 

外部サービス（単独施設・併設施設） 
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サービス付き高齢者向け住宅における「サービス」について 

○ サービス付き高齢者向け住宅が必ず提供しなければならないサービスは、「安否確認」「生

活相談」のみ。その他の「食事」、「介護（入浴、排せつの介助など）」、「生活支援（買い
物代行、病院への送り迎えなど）」などのサービスが提供されるかどうかは、それぞれの住宅
によって異なる。 

 

○ 安否確認や生活相談が必須であることから、いざというときには、適切な対応・サービスが
受けられる環境（医療・介護へのつなぎ）が確保されている。 

○入居者は、自身の心身の状況に照らし合わせて、必要な医療・介護サービスを受け
ることができるよう、個別にサービス事業者と契約を結ぶ必要がある。 
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事業実施法人の事業種別 母体法人に応じた事業種別 
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※ n=1,016（無回答を除く住宅数） 

○ 実際に事業を行っている事業種別では、介護サービス関連法人（46.1%）、不動産・建設業
関連法人（17.6％）、医療法人（16.5%）、社会福祉法人（8.6%）で全体の約９割を占める。 

 

○ 母体法人をベースに事業種別を集計すると、全体の傾向に大きな変化はないが、不動産・建
設業関連事業者と医療法人の割合がやや増加し、介護サービス関連法人が減少している。 

サービス付き高齢者向け住宅の事業主体【実態調査】（平成24年8月） 

※ 平成24年8月31日時点（厚生労働省調べ） 

介護サー

ビス関連

法人 

46.1% 

不動産・

建設業関

連法人 

17.6% 

医療法人 

16.5% 

社会福祉

法人 

8.6% 

NPO法人 

6.4% 

その他 

4.8% 

介護サー

ビス関連

法人 

38.4% 

不動産・

建設業関

連法人 

20.6% 

医療法人 

20.1% 

社会福祉

法人 

8.7% 

NPO法人 

6.0% 

その他 

6.3% 

※ n=1,017（無回答を除く住宅数） 



住宅の戸数 
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10戸未満 

6.0% 

10戸～19戸 

23.2% 

20戸～29戸 

22.9% 

30戸～39戸 

19.2% 

40戸～49戸 

11.2% 

50戸～59戸 

7.9% 

60戸以上 

9.6% 

○ 住宅戸数では、「10戸以上20戸未満（23.2%）」「20戸以上30戸未満（22.9%）」が多く、
全体の８割以上が50戸未満である。 

 

○ 専用部分の床面積は、25㎡未満が７割以上を占める。 

サービス付き高齢者向け住宅の規模【登録情報】（平成25年３月） 

平均戸数：32.2戸 

※ 平成25年3月31日時点（国土交通省調べ） 

13㎡以上18

㎡未満 

0.1% 

18㎡以上 

25㎡未満 

73.2% 

25㎡以上 

40㎡未満 

22.3% 

40㎡以上 

4.4% 

平均床面積：22.5㎡ 

住戸の専有部分面積 

※ 高齢者居住安定確保計画に基づき登録基準を緩和したもの 

※ 



・状況把握・生活相談サービス以外に、94%の物件において食事の提供サービスが提供される。 

・入浴等の介護サービス、調理等の家事サービス、健康の維持増進サービスについては、概ね半数程

度の物件において提供される。 

・状況把握・生活相談サービスのみを提供する物件は、84件（4.1％）である。 

有効回答数：2,065

件 

実数 割合 実数 割合

状況把握・生活相談サービス 2,065 100% ‐ ‐

食事の提供サービス 1,949 94% 116 6%

入浴等の介護サービス 1,075 52% 990 48%

調理等の家事サービス 1,125 55% 940 46%

健康の維持増進サービス 1,284 62% 781 38%

提供する 提供しない

※ 併設施設等からサービスが提供されているケースが含まれている場合がある。 

※平成２４年８月末時点で登録されているサービス付き高齢者向け住宅の登録情報を基に、国土交通省において集計・分析を行った。 

サービス付き高齢者向け住宅において提供されるサービス 

53 

サービス付き高齢者向け住宅のうち、少なくとも94％は老人福祉法上の有料老人
ホーム（食事の提供等が対象要件）に該当する。 



介護保険サービスの利用状況 

事業所の設置状況 
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○ 訪問介護事業所など、介護保険サービスの事業所を１つ以上併設している物件は81.7％（診療

所・配食サービスは含まない）。 
 

○ サービス付き高齢者向け住宅の入居者による介護保険サービスの利用状況については、「居
宅介護支援」と「訪問介護」の利用率が特に高い。 

サービス付き高齢者向け住宅の併設施設【実態調査】（平成24年8月） 

※ 平成24年８月31日時点（厚生労働省調べ） 

48.1% 

4.0% 

33.8% 

6.3% 

44.7% 

0% 15% 30% 45% 60% 

居宅介護支援 

小規模多機能型居宅介護 

デイサービス 

訪問看護 

訪問介護 

16.5% 

9.9% 

5.7% 

41.2% 

14.7% 

49.2% 

18.3% 

54.9% 

0% 15% 30% 45% 60% 

配食サービス 

診療所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

居宅介護支援事業所 

小規模多機能型居宅介護事業所 

デイサービスセンター 

訪問看護事業所 

訪問介護事業所 介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
関
係 



契約の方式 前払い方式の場合の保全措置の内容 
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月払い方式 

97.4% 

前払い方式 

2.6% 

○ 全体の97.4％が月払い方式による入居契約を行っている。 
 

○ 2.6％の前払い方式について、法定の保全措置の内容については、銀行による債務保証・信託
会社等による元本補てん・信託が約９割を占める。 

サービス付き高齢者向け住宅における契約【登録情報】（平成24年８月） 

銀行による債

務保証 

33.3% 

信託会社等に

よる元本補て

ん・信託 

57.4% 

保険事業者に

よる保証保険 

1.9% 

その他 

7.4% 

前払い方式 

※ 平成24年８月31日時点（国土交通省調べ） 



【要介護度等】（平均要介護度：1.8）  【日常生活自立度】 
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※入居者数（n=16,467） 

○ 入居者の要介護度等の範囲は『自立』も含めて幅広いが、比較的、『要支援』『要介護１・
２』の入居者が多く、全体としての平均要介護度は1.8となっている。 

 

○ 一方で、開設からの期間が比較的短い住宅も多い中、『要介護４・５』の入居者も相当数認

められることから、制度上は同じ「サービス付き高齢者向け住宅」であっても、個別の住宅に
よって機能が多様化しているものと考えられる。 

 

○ 認知症高齢者の日常生活自立度については、『自立』『Ⅰ』で約４割を占めている。ただ
し、アンケート上、入居者の日常生活自立度を把握していない事業者等が約４割ある。 

 

○ 入居者の年齢については、80代が最も多く、平均年齢は82.6歳である。 

※ 平成24年8月31日時点（厚生労働省調べ） 

※入居者数（n=16,010） 

自立 
12.8% 

要支援1 
7.6% 

要支援2 
8.6% 

要介護1 
20.1% 

要介護2 
18.3% 

要介護3 
12.6% 

要介護4 
9.6% 

要介護5 
6.1% 

不明 
4.3% 

～64歳 
3.1% 

65歳～69歳 
4.0% 

70歳～74歳 
6.7% 

75歳～79歳 
13.7% 

80歳～84歳 
26.7% 

85歳～89歳 
27.0% 

90歳～94歳 
13.2% 

95歳～99歳 
3.5% 

100歳～ 
0.3% 

不明 
1.8% 

【年齢】（平均年齢：82.6歳） 

※入居者数（n=14,964） 

自立度を把握

していない 

18.9%  

0 

自立度を把握

している 

59.6% 

自立 

0 

Ⅰ 

0 

Ⅱ 

0 

Ⅲ 

0 

Ⅳ 

0 

M 

0 

把握状態不明 

21.5% 

 

0 

自立：13.5% 

Ⅰ：29.2% 

Ⅱ：28.8% 

Ⅲ：18.2% 

Ⅳ：8.5% 

M：1.8% 

※ 囲み枠内の割合は、「自立度を把握
している入居者数（n=8,918）を100と
して算出したもの 

サービス付き高齢者向け住宅の入居者（平成24年8月） 



運営期間別の入居率 平均入居率 
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○ 平均入居率は全体で76.8％。 
 

○ 事業を開始してから12か月以上経過し、入居状況が安定していると思われる住宅の平均入居
率を集計すると、86.9％。 

サービス付き高齢者向け住宅の入居率【実態調査】（平成24年8月） 

※ 平成24年8月31日時点（厚生労働省調べ） 

4.0% 

0.9% 

4.3% 

3.8% 

15.0% 

8.1% 

2.0% 

6.8% 

14.3% 

26.0% 

7.3% 

4.2% 

10.3% 

16.2% 

8.7% 

12.9% 

12.5% 

12.8% 

15.2% 

12.6% 

27.2% 

35.1% 

24.8% 

21.9% 

5.5% 

23.1% 

29.6% 

23.1% 

15.2% 

6.3% 

17.4% 

15.8% 

17.9% 

13.3% 

26.0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

全体（n=805） 

12ヶ月以上（n=456） 

6ヶ月～12ヶ月未満（n=117） 

3ヶ月～6ヶ月未満（n=105） 

3ヶ月未満（n=127） 

20%未満 20～40％未満 40～60％未満 60～80％未満 80～100％未満 100% 不明 

……44.4% 

 

……66.9% 

 

……76.0% 

 

……86.9% 

 

……76.8% 



状況把握・生活相談の職員が保有する資格 夜間の人員配置 
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○ 中心となる状況把握・生活相談の職員１名については、『介護福祉士』や『ホームヘルパー
（２級以上）』の資格を保有している職員が多い。  

 

○『夜間の人員配置なし（日中のみ職員を配置）』とするものは16.8％と比較的少なく、『宿
直』又は『夜勤』として夜間の人員配置を行っているものが81.7％を占めている。 

サービス付き高齢者向け住宅の職員配置【実態調査】（平成24年8月） 

※ 平成24年8月31日時点（厚生労働省調べ） 

1.9% 

2.4% 

7.0% 

60.4% 

22.5% 

46.5% 

7.5% 

0.4% 

11.9% 

0% 25% 50% 75% 

無回答 

特になし 

その他 

ホームヘルパー(2級以上) 

ケアマネジャー 

介護福祉士 

社会福祉士 

保健師 

看護師 

夜間の人員配

置なし 

0 夜間の人員配

置あり 

0 

夜勤のみ 

50.6% 

夜勤と宿直 

10.7% 

宿直のみ 

20.4% 

不明 

0 

夜間の人員配

置なし 

16.8% なし 

0 

夜間の人員配

置あり 

81.7% 

夜勤のみ 

0 

夜勤と宿直 

0 

宿直のみ 

0 

不明 

1.6% 不明 

0 

※ サービス付き高齢者向け住宅では、状況把握と生活相談が必須のサービスであり、日中は
職員が建物に常駐し、夜間は緊急通報装置により、これらのサービスを提供する。 

住宅数（n=805） 住宅数（n=805） 



状況把握の内容 生活相談の内容 
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○ 状況把握に関しては、『居室への訪問』や『喫食状況による確認』（入居者から見て受動的

な方法）や、『緊急通報装置』（入居者から見て能動的な方法）など、さまざまな取組みが
行われている。 

 

○ 生活相談に関しては、『介護に関する相談』・『医療に関する相談』などが最も多いが、
『日常生活や人間関係に関わる相談』も一定の件数が確認できる。 

サービス付き高齢者向け住宅の状況把握等【実態調査】（平成24年8月） 

※ 平成24年8月31日時点（厚生労働省調べ） 

3.6% 

83.1% 

71.9% 

45.3% 

12.5% 

84.6% 

0% 25% 50% 75% 100% 

その他・無回答 

押しボタン等の 

緊急通報コール 

喫食による確認 

新聞等の受取など 

間接的な方法 

水センサー等の 

生活リズムセンサー 

定期的な居室への訪問 

3.3% 

7.3% 

49.1% 

31.4% 

18.6% 

3.5% 

3.5% 

6.2% 

3.5% 

14.9% 
67.5% 

72.8% 

0% 25% 50% 75% 

その他・特になし・無回答 

住戸内の設備等 

日常生活に関する相談 

（買い物やゴミ出し等） 

他の入居者との人間関係 

家族・親族との人間関係 

転居前に住んでいた住宅 

（売却、維持管理等） 

家計や資産 

近隣地域の情報に関する問い合わせ 

成年後見制度に関する相談 

行政サービスについての相談 

医療に関する相談 

介護に関する相談 

住宅数（n=805） 住宅数（n=805） 



実施している生活支援サービス 食事の提供状況 
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○ 生活支援サービスに関しては、『外出の支援（通院付添を含む）』と並んで、『買い物』、
『ゴミ出し』、『清掃代行』、『洗濯』など、「家事代行」に係るものが多かった。 

 

○ 食事の提供については92.0％（無回答の住宅を除くと98.1％）の住宅において実施されてい
ることから、実態として有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向け住宅が多い。 

サービス付き高齢者向け住宅の生活支援【実態調査】（平成24年8月） 

※ 平成24年8月31日時点（厚生労働省調べ） 

17.4% 

4.6% 

14.0% 

39.8% 

52.4% 

49.8% 

59.5% 

53.7% 

53.7% 

64.2% 

10.3% 

0% 25% 50% 75% 

その他・特になし・無回答 

栄養指導や料理教室 

介護予防を目的 

とした運動教室等 

金銭の管理 

洗濯サービス 

清掃代行 

ゴミ出し 

買い物の代行 

通院以外の個別の外出 

（散歩、買い物など）の支援 

通院への付添 

入居者による調理の支援 

あり 
92.0% 

なし 
1.7% 

無回答 
6.2% 

（朝・昼・夕の少なくとも１食を提供する場合） 

※「無回答」を除いた場合、「あり」は98.1％。 

住宅数（n=805） 

住宅数（n=805） 



高齢者居住安定確保計画について 

 

介護保険事業計画等との調和を図りつつ、市町村と協議し、都道府県が策定する計画 

 

○ 都道府県の区域内における高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の目標 
 

○ 目標を達成するために必要な事項 
・ 賃貸住宅及び老人ホームの供給促進・管理の適正化 

・ 高齢者に適した住宅（バリアフリー）の整備促進 

・ 福祉・介護施設等の整備促進その他生活支援体制の確保 
 

○ その他高齢者の居住の安定の確保に関し必要な事項 
・ 持家に居住する高齢者の居住の安定確保のための住宅のバリアフリー化促進 

・ サービス付き高齢者向け住宅の登録基準の付加・緩和                等 

策定予定年度 

H25年度 未定 

策定済み 

32都道府県 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、石川県、福井県、山梨県、長野県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、大阪
府、兵庫県、島根県、岡山県、広島県、愛媛県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分

県、宮崎県、沖縄県 

ある 
６県 

福島県、富山県、奈良県、和歌山県、鳥取県、鹿児島県 
― 

策定する方向 

で検討中 

１県 

山口県 

１県 

山形県 

検討中 
７府県 

秋田県、新潟県、岐阜県、京都府、徳島県、香川県、高知県 

高齢者居住安定確保計画の概要 

計画の策定状況 

※市町村による計画策定も推奨 
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高齢者向け住まいに係る各制度の比較 

○ 有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅においては指導監督規定が置かれている

が、書類審査だけでは困難な「サービスが義務化されている」ことから、チェック機能
を強化するため「立入検査権限」が地方公共団体に付与されている。 

○ また、バリアフリー構造や設備の設置状況などのハードの状況とは異なり、サービスの

提供体制については事業者側で変化を加えやすい部分であるため、適切なタイミングで、
サービスの実施状況について把握することが必要である。 

有料老人ホーム 
サービス付き高齢者向け住宅 

基 
 
 
 
 

準 

届出/登録 施設の届出 
（都道府県知事・指定都市/中核市の長） 

住宅の登録（※有料老人ホームの届出は不要） 
（都道府県知事・指定都市/中核市の長） 

床面積 原則、13㎡以上※ 原則、25㎡以上 

設備 ・原則、便所・洗面設備・浴室の設置※ ・原則、台所・水洗便所・洗面設備・浴
室・収納設備の設置 

サービス 食事、介護、家事、健康管理のいずれか 安否確認、生活相談 

指導監督 
報告徴収、立入検査、命令 

【老人福祉法】 

報告徴収、立入検査、指示、取消 

【高齢者住まい法】 

指導監督の考え方 

※ 厚生労働省において示している「有料老人ホーム設置運営標準指導指針」による基準 
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サービスの内容に応じた指導監督スキーム 
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必須サービス 

オプションサービス 

外部サービス 

報告徴収 

立入検査 
【高住法第24条】 

報告徴収 

立入検査 
【介保法第76条】 

改善指示 
【高住法第25条】 

改善命令 
【老福法第29条第11項】 

罰則 
(6月懲役・50万円罰金) 

【老福法第39条】 入居者の処遇 

法定基準なし 

法定基準なし 

法定基準あり 

改善勧告 

改善命令 
【介保法第76条の２】 

登録の取消し 
【高住法第26条】 

指定の取消し 

指定効力の停止 
【介保法第77条】 

入居者の処遇に対しては、高齢者虐待を防止する観点
から、広範かつ頻回な行政の目配りが必要 

報告徴収 

立入検査 
【老福法第29条第9項】 

有老該当のサ付き住宅であれば、 

入居者を保護する観点から、 

老人福祉法のスキームへ移行 



老人福祉法に基づく改善命令 

64 「高齢者虐待」の定義（高齢者虐待防止法第２条第５号） 

老人福祉法（昭和38年法律第133号） 

第29条 
11 都道府県知事は、有料老人ホームの設置者が①第４項から第８項までの規定に違反したと
認めるとき、②入居者の処遇に関し不当な行為をし、又はその運営に関し入居者の利益を害
する行為をしたと認めるとき、その他③入居者の保護のため必要があると認めるときは、当
該設置者に対して、その改善に必要な措置を採るべきことを命ずることができる。  

有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けているものを含む。）については、福祉の見

地から、老人の福祉を損なうものであると認められるときには行政庁が介入する必要があるため、老人福

祉法において改善命令の規定が置かれている。 

○ 身体に外傷が生じる（おそれのある）暴行 

○ 減食・長時間の放置 

○ 暴言・拒絶的な対応など心理的外傷を与える言動 

○ わいせつな行為 

○ 財産の不当な処分や、不当な財産上の利益の獲得 

手続上の違反行為が 
認められた場合 

 

帳簿の作成・保存（第４項） 

情報の開示（第５項） 

権利金の受領禁止（第６項） 

前払金の保全措置（第７項） 

前払金の返還契約（第８項） 

処遇に関する不当な行為や 
利益を害する行為が 
認められた場合 

入居者を保護する必要性が 
認められた場合 

手続違反の改善 入居者の処遇改善 入居者の保護 

サービス付き高齢者向け住宅の
場合、高齢者住まい法において
も同様の義務が課されている。 
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◯ 高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号） 

（登録の基準等） 

第７条 都道府県知事は、第５条第１項の登録の申請が次に掲げる基準に適合していると認め
るときは、次条第１項の規定により登録を拒否する場合を除き、その登録をしなければなら
ない。 

六 入居契約が次に掲げる基準に適合する契約であること。 

ヘ サービス付き高齢者向け住宅事業を行う者が、入居者の病院への入院その他の国土交
通省令・厚生労働省令で定める理由により居住部分を変更し、又はその契約を解約する
ことができないものであること。 

 

◯ 国土交通省・厚生労働省共同施行規則（平成23年厚生労働省・国土交通省令第２号） 

（法第７条第１項第６号ヘの国土交通省令・厚生労働省令で定める理由） 

第13条 法第７条第１項第６号ヘの国土交通省令・厚生労働省令で定める理由は、次に掲げる
ものとする。ただし、当該理由が生じた後に、入居者及び登録事業者が居住部分の変更又は
入居契約の解約について合意した場合は、この限りでない。 

一 入居者の病院への入院 

二 入居者の心身の状況の変化 

サービス付き高齢者向け住宅の入居契約においては、加齢に伴って高齢者の状態が変化しても、

事業者側が入居者に対して介護居室への住替えや退去（解約）を迫ることはできない。 

継続的なサービス提供の必要性 

・ 高齢者の状態変化とは、具体的には、①病院への入院、②要介護度認定の上昇、③認知症へ
の移行が想定される。 

 

・ 特に②・③の状態変化については、介護サービスや生活支援サービスを受けながら継続入居
を希望する入居者を考慮に入れて、サービス提供体制を整える必要がある。 

事業者における留意点 



６ 介護保険サービスとの連携について 
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～地域包括ケアの推進～ 



＜地域包括ケアシステム＞ 

 （人口１万人の場合） 

通院 

訪問介護 

・看護 

・グループホーム 

（16→37人分） 

・小規模多機能 

（0.25か所→２か所） 

・デイサービス など 

退院したら 

住まい 

自宅・ケア付き高齢者住宅 

老人クラブ・自治会・介護予防・生活支援 等 

生活支援・介護予防 

医療 
介護 

・在宅医療等 

（１日当たり 

 17→29人分） 

・訪問看護 

（１日当たり 

 2９→49人分） 

・24時間対応の定期巡

回・随時対応サービ
ス（15人分） 

通所 
在宅医療 

・訪問看護 

※地域包括ケアは、
人口１万人程度の
中学校区を単位と
して想定 

※数字は、現状は2011年、目標は2025年のもの 

■ 高度急性期への医療資源集中投入などの入院医療強化 

■ 在宅医療の充実、地域包括ケアシステムの構築 

どこに住んでいても、その人にとって適切な医
療・介護サービスが受けられる社会へ 

改革のイメージ 

病気になったら 

・医療から介護への円
滑な移行促進 

・相談業務やサービス
のコーディネート 

元気でうちに 

帰れたよ 

亜急性期・回復
期リハビリ病院 

救急・手術など高度医療 

集中リハビリ 

→早期回復 

早期退院 

（人員１.6倍～2倍） 

急性期病院 

日
常
の
医
療 

・地域の病院、拠点病院、回復期病院の役割
分担が進み、連携が強化。 

・発症から入院、回復期、退院までスムーズ
にいくことにより早期の社会復帰が可能に 

包括的 

マネジメント 
  

  ・在宅医療連携拠点 

  ・地域包括 

   支援センター  

  ・ケアマネジャー 

  

かかりつけ医 

地域の連携病院 

医療・介護サービス保障の強化 

・介護人材
(207→ 

 356～375人) 

改革の方向性 
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【地域包括ケアシステムの５つの構成要素】 
 

○ 高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で生活を継続することができるような
包括的な支援・サービス提供体制の構築を目指す「地域包括ケアシステム」 

 

○ 「介護」、「医療」、「予防」という専門的なサービスと、その前提としての「住まい」と「生活支援・福祉サービス」
が相互に関係し、連携しながら在宅の生活を支えている。 

地域包括ケアシステムについて 

・ 生活の基盤として必要な住まいが整備され、本人の希望にか
なった住まい方が確保されていることが地域包括ケアシステ
ムの前提。高齢者のプライバシーと尊厳が十分に守られた住
環境が必要。 

・ 介護サービスや地域社会の支えなどの安心感に支えられた
在宅生活について、本人家族の選択と心構えが重要。 

・ 心身の能力の低下、経済的理由、家族関係の変化などでも尊
厳ある生活が継続できるよう生活支援を行う。 

・ 生活支援には、食事の準備など、サービス化できる支援から、
近隣住民の声かけや見守りなどのインフォーマルな支援まで
幅広く、担い手も多様。生活困窮者などには、福祉サービス
としての提供も。 

・ 個々人の抱える課題にあわせて「介護･リハビリテーション」
「医療・看護」「保健・予防」が専門職によって提供される
（有機的に連携し、一体的に提供）。ケアマネジメントに基
づき、必要に応じて生活支援と一体的に提供。 

介護・医療・予防 

選択と心構え 

すまいとすまい方 

生活支援・福祉サービス 



○ 訪問介護などの在宅サービスが増加しているものの、重度者を始めとした要介護高齢者の在宅生活を２４時間支
える仕組みが不足していることに加え、医療ニーズが高い高齢者に対して医療と介護との連携が不足しているとの
問題がある。 

○ このため、①日中・夜間を通じて、②訪問介護と訪問看護の両方を提供し、③定期巡回と随時の対応を行う「定
期巡回・随時対応型訪問介護看護」を創設（平成24年４月）。 

○ 平成24年12月末現在では、83保険者（市町村等）が実施、140事業所が指定、 1315人がサービスを利用。 

＜参考＞  

１．第５期介護保険事業計画での実施見込み 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 

１８９保険者 
（０．６万人／日） 

２８３保険者 
（１．２万人／日） 

３２９保険者 
（１．７万人／日） 

２．社会保障と税の一体改革での今後の利用見込み 

平成27年度 平成37年度 

１万人／日 １５万人／日 

月                                                                                                                                               

火                                                                                                       

水                                                                                                                                               

木                                                                                                           

金                                                                                                                                               

土                                                                                                                                               

日                                                                                                                                                 

6時 

排せつ介助 

体位交換 

排せつ介助 

更衣介助 

体位交換 

排せつ介助 

体位交換 

排せつ介助 

水分補給 

体位交換 

0時 2時 4時 8時 10時 12時 14時 16時 18時 20時 22時 

通所介護 

通所介護 

  定期巡回 

  随時訪問 

  訪問看護 

  オペレーター 

随時対応 
利用者からの通報により、 
電話やICT機器等による応対・訪問など
の随時対応を行う 

通報 

定期巡回型訪問 

定期巡回型訪問 

訪問介護と訪問看護が一体的又は密
接に連携しながら、 
定期巡回型訪問を行う 

＜定期巡回・随時対応サービスのイメージ＞ 

＜サービス提供の例＞ 

・日中・夜間を通じてサービ
スを受けることが可能 

・訪問介護と訪問看護を一体
的に受けることが可能 

・定期的な訪問だけではなく、
必要なときに随時サービスを
受けることが可能 

24時間対応の定期巡回・随時対応サービスの概要 
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通い 

泊まり 

※ 地域密着型サービス 

○利用者が住み慣れた地域で生活継続できるよう、利用者の病状、心身の状
況、希望や環境を踏まえ、通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービス
を柔軟に組み合わせ、療養上の管理の下で行うもの 

○主治医との密接な連携を図る 

看護 

泊まり 通い 訪問 

介護 

複合型サービス事業所 
（訪問看護と小規模多機能型居宅介護との複合） 

利用者ニーズに応じた 
柔軟な対応 主治医 

による 

指示 

複合型サービスの概要 

70 

○ 訪問看護と小規模多機能型居宅介護の複数のサービスを組み合わせた複合型サービス事業所
を創設し、看護と介護サービスの一体的な提供により医療ニーズの高い要介護者への支援の充
実を図る。 



住み慣れた環境で必要なサービスを 

受けながら暮らし続ける 

24時間対応の訪問介護・看護 

「定期巡回・随時対応サービス」 

→介護保険法改正により創設 

サービス付き高齢者向け住宅 
（国土交通省・厚生労働省共管） 

→高齢者住まい法改正により創設 

診療所、訪問看護ステーション、 

ヘルパーステーション、 

デイサービスセンター、 

定期巡回・随時対応サービス（新設） 

  

日常生活や介護に不安を抱く「高齢単身・夫婦のみ世帯」が、特別養護老人ホームなどの施設への入
所ではなく、住み慣れた地域で安心して暮らすことを可能とするよう、新たに創設される「サービス
付き高齢者向け住宅」（高齢者住まい法：国土交通省・厚生労働省共管）に、２４時間対応の「定期
巡回・随時対応サービス」（介護保険法：厚生労働省）などの介護サービスを組み合わせた仕組みの
普及を図る。 

サービス付き高齢者向け住宅と介護保険の連携イメージ 
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７ 高齢者向け住まいの課題 
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対応方法（厚労省事務連絡） 

課題①【サービス付き高齢者向け住宅の供給について】 

○高齢者向け賃貸住宅の供給
目標 

・住宅の供給促進 

・介護サービス事業等の施設の整備
促進         など 

 

○計画期間 

○高齢者向け賃貸住宅の供給
目標 

・住宅の供給促進 

・介護サービス事業等の施設の整備
促進 

・市町村別のサービス付き高齢者 

 向け住宅の供給目標  など 
 

○計画期間 

登録 

市町村 

（市町村計画） 

法定協議 

参考：平成24年７月２日付け事務連絡（高齢者支援課）
「サービス付き高齢者向け住宅の適切な供給に係る 

    事務の取扱いについて 」 

サービス付き 

高齢者向け住宅 

都道府県計画 都道府県計画 

市町村別の供給目標を記載 

現行制度の概要 

○ 都道府県は「高齢者居住安定確保計画」を定めることができるものとされており、当該計画に照らして
適切なものであることが、サービス付き高齢者向け住宅の登録基準となっている。 

【登録の基準】 

・床面積  ・バリアフリー構造 ・状況把握・生活相談を実施すること 

・高齢者居住安定確保計画に照らして適切であること       など 

・供給目標を大幅に上回るものでないことを登録基準とすることができる 

・市町村の意見を踏まえて、地域の需要に応じた適切な供給目標を設定できる 

 

最近の課題 

○ サービス付き高齢者向け住宅の供給に伴う高齢者の集住により、介護保険サービスの需要が高まり、保
険者の負担が増えることを懸念する市区町村がある。 

 

○ 住宅の登録権者が都道府県であり、サービスの保険者が市区町村であることから、「介護サービスの
ニーズ」と「サービス付き高齢者向け住宅の供給」が合致しないおそれがある。 
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＜例＞Ａ町の自宅に住んでいた高齢者がＢ市の介護保険施設等に入所する場合  

Ａ町 Ｂ市 

自宅 施設 

住所           Ｂ市 

住民税          Ｂ市 

行政サービス       Ｂ市 

介護保険の保険者     Ａ町 

→ Ｂ市の住民であるが、介護保険に関してのみＡ町の被保険者となる。 

  （Ａ町が定める保険料を支払い、保険給付もＡ町から受ける） 

【参考】住所地特例制度について 
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制度の概要 

○ 介護保険制度においては、各人はその住所地の市町村の被保険者となり、それぞれの地域
のサービス水準に見合った当該市町村の保険料を負担するのが原則である。 

 

○ しかしながら、介護保険施設等については、施設の所在する市町村の財政への配慮等の観

点から、特例として、入所者は入所前の市町村の被保険者となり、入所前に住所のあった市
町村が保険給付を行う仕組みを設けている。 

 （住所地特例・介護保険法第１３条） 

A町とB市の役割分担 



 

  

今後の課題 

○ 住宅部局と福祉部局の連携、民間事業者との連携など、ネットワークの形成も視野に。 
 

○ セーフティネット機能としての有料老人ホームの役割を認識した指導。 

想定される今後の施策 

背景：人口構成の変化 
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千世帯 

被保護世帯数（１ヶ月平均） 
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要支援要介護世帯かつ民間借家世帯 

② 単身者・借家住まいの増加（推計） 

【全国】 

○ 高齢者の「居住」の場は、数量的に限界があるため、今後も適切な供給を図るための施策が必要。 
 

○ 医療・介護の必要性が高い者から施設で受け入れられる場合、軽度のサポートのみを必要とする高齢者
に対するセーフティネットが機能しなくなるおそれ。 

① 生活保護受給者の年次推移（実績） 

受給者数は拡大の一途
を辿っている 
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自宅以外での介護サー
ビスの必要性の高まり 

課題②【低所得高齢者の住まいについて】 

1,410,049世帯 

1.52% 



背景と考え方 

○ 福祉の根幹である「住まい」の問題については、福祉部局単独での施策展開には限界がある。 
・ 入居希望者に提供するための住宅情報（バリアフリー対応の有無、高齢者の受け入れ状況、連帯保証人の必要性の有
無、空き家の状況など）を把握することが難しい。 

・ 入居契約などの居住サポートについて熟知していないため、きめ細かなフォローが難しい。 
 

○ 居住支援協議会を活用したネットワークを通じて、民間の不動産業者・住宅管理業者やNPO等の居住
支援団体との連携が進めば、このような「弱点」を補うことが可能となる。 

 

○ 福祉部局には、共有された情報を高齢者向けに提供する「窓口」としての機能が期待される。 

・サービス付き高齢者向け住宅
や公営住宅の状況把握 

住宅部局 

・民間住宅市場の状況把握 

・契約書作成等の入居支援 

不動産 

業者 

居住 

支援団体 

○ 公・民を問わない高齢者
向け住まいの情報 

 

○ 高齢者が安心して入居す
るためのサポート情報 

・有料老人ホーム等の状況把握 

・高齢者に向けた情報の発信窓口 

 （地域包括支援センターなど） 

福祉部局 

○ 高齢者の心身の状
況、収入等に応じた住
宅関連情報の提供 

高齢者 

課題③【高齢者向け住まいの情報提供について】 
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       住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子供を育成する家庭その他住宅の確保に特に
配慮を要する者）の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図るため、地方公共団体や関係業者、居住支援団
体等が連携（住宅セーフティネット法（※）第10条第1項）し、住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人
の双方に対し、住宅情報の提供等の支援を実施。 

○ 概要 

（※） 住宅セーフティネット法は平成１９年に施行 

【参考】居住支援協議会の概要（国土交通省との連携施策） 
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（１）構成 
・ 地方公共団体の住宅担当部局及び自立支援、 

  福祉サービス等担当部局 

・ 宅地建物取引業者や賃貸住宅を管理する事業を 

  営む者に係る団体 

・ 居住に係る支援を行う営利を目的としない法人 等 
 

 

（２）役割 
・ 居住支援に関する情報を関係者間で共有・協議した上
で、住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人の双
方に対し必要な支援を実施 

 

 

（３）設立状況 
 ２７協議会が設立（H24.11.30時点） 

 （北海道、岩手県、福島県、群馬県、埼玉県、 

 東京都江東区、豊島区、神奈川県、富山県、岐阜県、
愛知県、三重県、京都市、兵庫県、神戸市、鳥取県、
島根県、岡山県、徳島県、香川県、北九州市、福岡
市、熊本県、熊本市、大分県、宮崎県、鹿児島県） 

 

 

（４）支援 
 居住支援協議会が行う住宅確保要配慮者に対する民間賃
貸住宅等への入居の円滑化に関する取り組みを支援 

 ・補助限度額：協議会あたり1,000万円 

 ・予算額(案)  ：H25年度 7億円の内数 

居住支援協議会 

地方公共団体 

（住宅部局・
福祉部局） 

 

都道府県 

市町村 

居住支援団体 
 

ＮＰＯ 

社会福祉法人等 

不動産関係団体 
 

宅地建物取引業者 

賃貸住宅管理業者 

家主等 

生活福祉・ 

就労支援協議会 
地域住宅協議会 

自立支援協議会 

連
携 


